
1 

 

令和７年度第２回鹿児島市ＤＸ推進委員会 

 

○日時：令和８年３月１７日(火) 

９時３０分～１０時３０分 

○場所：東別館９階 特別中会議室 

 

会 次 第 

 

  １ 開  会 

 

  ２ ＤＸ推進部長あいさつ 

 

  ３ 協議事項 

(1) 次期鹿児島市ＤＸ推進計画の骨子案について   …【資料１】 

 

  ４ 報告事項 

(1) アナログ規制の点検・見直しについて    …【資料２】 

 

  ５ その他 

 

  ６ 閉  会 

 

 

 

配付資料 

 

【資料１】次期鹿児島市ＤＸ推進計画の骨子案について 

【資料２】アナログ規制の見直しに伴う関係条例の整備素案について 

  （パブリックコメント資料） 

鹿児島市ＤＸ推進委員会設置要綱 

鹿児島市ＤＸ推進計画（本編・概要版） 



資料１

■ 次期DX推進計画の策定について

令和8年度末をもって鹿児島市DX推進計画（R4～）の計画期間が終了することから、本市のDXを更に推進するため、次期DX推進計画（R9～）の策定を行う。▹計画策定にあたりその骨子案を作成し、DX推進本部（庁内）による内部決定及びDX推進委員会（外部）の意見を聴取する

[協議事項（1）] 次期鹿児島市DX推進計画 骨子案について

■ 市総合計画後期基本計画との関連

鹿児島市総合計画後期基本計画※ （令和9～13年度）と整合を図り、開始及び終了時期を総合計画に合わせた5年間とする。

※ 鹿児島市総合計画 … 鹿児島市をどんな姿にしていくかをまとめた“まちづくりの最上位の計画”

「つながる人・まち 彩りあふれる 躍動都市・かごしま」を都市像に掲げ、

６つの基本目標のもと様々な施策を実施している。
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‣ 計画の基本的な考え方や構成要素をまとめた初期段階のもの

‣ 計画の背景と目的、基本方針や目指す姿及び重点的に取り組む分野等を定める

計画 骨子案
（今回の協議議題）

‣ 骨子案を具体化し、施策の方向性や取組施策を盛り込んだもの

‣ この素案についてパブリックコメント手続により市民の意見募集を行う

計画 素案
（次回の協議議題）

1. これまでの取組 (P 3)

2. 意識調査等の実施 (P 4)

3. 国の動向等  (P 6)

4. 次期計画策定に向けた課題等  (P10)

5. 計画策定の趣旨背景・計画の構成 (P11)

6. 基本施策   (P12)

骨子案の構成
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[協議事項（1）] 次期鹿児島市DX推進計画 骨子案について

スケジュール等



[協議事項（1）] 次期鹿児島市DX推進計画 骨子案について

1. これまでの取組 （鹿児島市DX推進計画：令和4年4月～同8年3月）

後で持ってきます

指標「ICTの利活用により、生活が便利になった」と感じる市民の割合」は
65.5％となり、こちらも十分に目標を達成している。

▲ 鹿児島市DX推進計画の基本方針ごとの目標指標と実績

参考：市六次総合計画重点プロジェクト

・電子申請システムのリニューアル

・公共施設予約システムや病児・病後児保育システム等の導入

・「書かない窓口」の導入

１． もっと便利な市民サービスの提供

・バス・市電等のロケーションシステムやクレジットカードタッチ決済の導入

・オンラインによる健康相談・健診予約、母子健康手帳アプリの導入

・「かごしまデジタルスマートシティ推進協議会」の発足

２． 地域におけるデジタル化の推進

・スマートフォン講座や高齢者向けデジタル相談会等の開催

・DX推進リーダー・グループリーダー等への研修

（意識改革、BPR、実践的なデジタルツールの活用等）

・ITパスポート取得支援など、スキル向上に向けた制度的支援

３． ＩＣＴリテラシー向上の推進

・モバイル端末やコミュニケーションツール等の整備

・AI-OCR・RPA、対話型生成AI「Copilot」、ノーコードツール等の導入

４． デジタル化による職員の働き方改革
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[協議事項（1）] 次期鹿児島市DX推進計画 骨子案について

2. 意識調査等の実施 – 市民意識調査

●9割以上の世帯がスマートフォンを所有

し、大多数の市民がデジタルを活用できる

環境にあることが伺える

● デジタル化の進展には、必要な情報を

簡単に入手できるようになること、次に生

活が便利になること、新しいサービスが生

まれること等への期待が多い

● 他方、個人情報漏えいや詐欺被害等の

不安、パソコン等を利用できる人・そうで

ない人との差に関する懸念などが多数見

受けられた

● 鹿児島市の行政デジタル化には、利便

性の向上、手続きの迅速化、簡素化等が主

に期待されている

■ 市民意識調査
R7.8実施
対象   ： 16～79歳の鹿児島市民
回答数 ： 1,670/3,500件
回答率 ： 47.7％

一部抜粋
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● デジタルツールの活用自体には殆どの

職員が前向きである

● 自治体業務におけるDX推進には多数

の職員が必要性を感じている

● BPRにより改善すべき課題は残ってい

ると多数の職員が認識している

● 一方で、時間・人材・ノウハウの不足が

デジタル活用・BPRへ着手するにあたって

の課題となっている

● 市民等への外部対応では、電話問い合

わせの削減、紙の申請書の処理等に改善

の必要性を感じる意見が多い

～回答数の少ないものを略～

[協議事項（1）] 次期鹿児島市DX推進計画 骨子案について

2. 意識調査等の実施 – 職員意識調査

■ 職員意識調査
R7.8～９実施
対象  ： 行政事務に関わる鹿児島市職員
回答数： 1,131/約3,300件
回答率： 約34.3％

一部抜粋
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（１） 自治体フロントヤード改革の推進

（２） 地方公共団体情報システムの標準化

（3） 「国・地方デジタル共通基盤の整備・運用

に関する基本方針」に基づく共通化等の推進

（4） 公金収納におけるeL-QRの活用

[協議事項（1）] 次期鹿児島市DX推進計画 骨子案について

3. 国等の動向

■ デジタル社会の実現に向けた目指す社会の姿 （デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針 【R2.12.25閣議決定】 ）

デジタルの活用により、一人ひとりのニーズに合ったサービスを選ぶことができ、多様な幸せが実現できる社会 ～誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化～

■ 自治体ＤＸ推進計画 （第5.1版 – 令和8年1月）

デジタル社会の構築に向けた取組を全自治体において着実に進めていくため、自治体が重点的に取り組む事項等を具体化 （総務省）

自治体ＤＸの取組とあわせて取り組むﾃﾞｼﾞﾀﾙ社会の実現に向けた取組自治体ＤＸの重点取組事項

（１） デジタル実装の取組の推進・地域社会のデジタル化

（２） デジタルデバイド対策

（３） デジタル原則を踏まえた条例等の規制の点検・見直し

■ マイナンバーカード

R5.5.11 Androidへのﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞ搭載

R7.3.24 マイナ免許証 開始

R7.6.24 iPhoneへのﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞ搭載

R7.12.2 マイナ保険証 完全移行

■ 生成ＡＩ

カード普及の推移

R4.4.1 時点
交付率

R7.1２.31 時点
保有率※

国

鹿児島市

43.3％

54,870,797枚

41.2％

 248,001枚

     （中核市39位）

80.8％
100,646,892枚

85.0％
     502,627枚

      （中核市3位）

カード利活用の拡大

※ 保有率では死亡者等を除く

■ 前回計画期間中の主なデジタル関連動向

R4.11.30 OpenAI社がChatGPTを発表

R6.4
経済産業省・総務省
「AI事業者ガイドライン」策定

R7.5
デジタル庁
「行政の進化と革新のための生成AIの調達・利
活用に係るガイドライン」策定

官公署における利用の広がり

（5） マイナンバーカードの取得支援・利用の推進

（6） セキュリティ対策の徹底

（7） 自治体のAIの利用推進

（8） テレワークの推進

※網掛け部分は第4.0版（令和7年3月）からの変更箇所
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[協議事項（1）] 次期鹿児島市DX推進計画 骨子案について

3. 国等の動向 – 参考.令和7年度デジタル社会の実現に向けた重点計画
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[協議事項（1）] 次期鹿児島市DX推進計画 骨子案について

3. 国等の動向 – 参考.デジタル行財政改革とりまとめ2025 概要 ～デジタル行財政改革のバージョンアップ～
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[協議事項（1）] 次期鹿児島市DX推進計画 骨子案について

3. 国等の動向 – 参考.鹿児島県デジタル推進戦略(令和4年3月) 概要
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[協議事項（1）] 次期鹿児島市DX推進計画 骨子案について

4. 次期計画策定に向けた課題等

〔現 状〕 人口減少・少子高齢化を背景とした行政・中小企業等のデジタル化の推進

〔課 題〕 途上であり、進展するデジタル技術の効果的活用の拡大・加速

人口減少・少子高齢化による担い手不足や多様化する住民ニーズへ対応するため、

デジタル技術を活用した業務効率化やオンラインサービスの提供は徐々に進むものの

途上であり、進展するデジタル技術の効果的な活用の拡大・加速が重要である。

①

〔現 状〕 高度化・巧妙化するサイバー攻撃のリスク拡大、本市でも攻撃を確認

〔課 題〕 情報セキュリティの確保

高度化・巧妙化するサイバー攻撃のリスクは年々拡大傾向にあり、本市においても

大量アクセスなどの攻撃を確認。情報セキュリティ対策は益々重要になっている。

②

〔現 状〕 デジタルが暮らしに浸透・拡大する中で、詐欺被害など使用への不安も高い

〔課 題〕 不慣れな方のサポートを含め、情報を的確に扱う等ICTリテラシーの向上

暮らしの中でスマホ、インターネット、アプリ等が浸透・拡大する中で、利用者は詐欺行為、

偽・誤情報の拡散など何らかの不安を感じており、不慣れな方のサポートを含め情報を

的確に扱うなどICTリテラシーの向上が重要である。

③

〔現 状〕 アイデア出しや文章作成等に生成AIを活用

〔課 題〕 組織専用の生成AIサービス構築による業務効率化への挑戦

飛躍的な効果が期待できるAIについて、事務補助として アイデア出し等に活用している

ところであり、次のステップとして、業務データ等を活用して出力結果の精度を上げる組

織専用のサービス構築に取り組むことが重要である。

④

〔現 状〕 各種デジタルツールの導入、書かない窓口等の成功事例の創出

〔課 題〕 全庁展開・活性化に向けた人材育成と組織マネジメント

汎用的なノーコードツールの導入、書かない窓口システムの成功事例はあるものの、

限定的で部分最適に留まっており、全庁的に展開していくためには、モチベーション等の

向上や活性化を図るための人材育成、組織マネジメントが重要である。

⑤
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目指す姿 基本方針 基本施策

デジタルで躍動する、
魅力あるまち DX推進力の強化

■ 計画の構成

■ 次期計画策定の趣旨・背景

・人口減少と少子高齢化の影響により、行政サービス、企業活動、地域活動など様々な分野において人材が不足

・デジタル機器が広く普及し、ライフスタイルが変化する中、場所や時間にとらわれないサービスの提供と快適さが求められている

・AIをはじめデジタル技術は日々飛躍的に進展しており、デジタルを軸としての変革、地域課題の解決、新たな価値創出が重要

・デジタル化の進展に伴う情報の漏えい、偽情報、犯罪等に対する不安や、不慣れな方、デジタルを利用していない方が一定数存在

[協議事項（1）] 次期鹿児島市DX推進計画 骨子案について

5. 次期計画策定の趣旨背景 ・ 計画の構成

各基本方針に基づき、

基本施策を展開地域社会のDX推進行政のDX推進

・住民目線 （例：手続3原則 -ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾌｧｰｽﾄ、ﾜﾝｽｵﾝﾘｰ、ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ-）

・多様な主体との連携 （例：かごしまデジタルスマートシティ推進協議会）

・費用対効果の意識 （例：「クラウド・バイ・デフォルト」にもとづく調達）

取組の視点・第六次鹿児島市総合計画が目指す都市像「つながる人・まち 彩りあふれる躍動都市・

かごしま」 の実現に向け、デジタルを効果的に活用して分野横断的に取り組むための

計画として位置づける

・官民データ活用推進基本法による、本市の同基本計画として取り扱う

計画の位置付け

令和9（202７）年度～令和13（203１）年度

計画期間

・CIO（市長）をトップとし庁内各局を本部員とした推進本部体制

・専門性に応じた外部人材の活用

・学識経験者、市民等の意見を反映させるDX推進委員会

取組の推進体制

◎デジタルの活用により、市民一人ひとりがニーズに合ったサービスを選ぶことができ、多様な幸せが実現される社会を目指すため、

これまでの取組を発展させ、令和9年度から5年間の本市のDX推進の方向性を示す計画を策定する
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基本方針① 行政のDX推進

a) 快適で質の高い行政サービス b) スマートで働きやすい市役所

c) 安心安全なデジタル行政

d) アナログ規制の見直し

・行政手続オンライン化の推進
・「書かない窓口」の横展開
・キャッシュレス決済の推進
・生成AIチャットボットの活用
・パーソナライズされたデジタル通知の推進

・定型業務の自動化（RPA等）
・生成AI（RAG等)による業務効率化
・ノーコードツールの活用による業務改善
・内線による問い合わせの削減
・テレワークやサテライトオフィスの推進

・情報セキュリティ対策の徹底
・情報セキュリティポリシーの運用・見直し
・サイバーレジリエンスの強化
・ゼロトラストアーキテクチャの検討

・ICTリテラシー、スキル向上研修
・専門性に応じた外部人材の活用
・エンゲージメントの向上
・自律的なキャリア形成の支援
・コンテストなどの表彰制度の導入

[協議事項（1）] 次期鹿児島市DX推進計画 骨子案について

6. 基本施策

基本方針② 地域社会のDX推進

a) 企業・団体等の稼ぐ力向上 b) 地域の魅力と暮らしやすさの向上

c) 安心安全なデジタル利用とリテラシー向上

・ECサイトやオンライン販路拡大の支援
・事業者のデジタル活用（ICT導入）支援
・デジタルを知る機会、触れる場の創出
・事業者向けのDX人材育成の支援
・ICT関連企業の企業立地の促進
・スマート農林水産業の推進

・産官学金の協働によるデジタル化推進
・日常生活（防災・医療・こども・教育等）における

DXの推進
・関係人口の創出拡大（ふるさと住民等）
・デジタルを活用した交流促進

・インターネット差別・誹謗中傷被害者支援条例
（仮称）の制定・運用

・ICTリテラシー向上
・学校教育における情報モラル教育の強化
・関係団体との連携強化
・地域の支えあいによるスマホ活用促進

基本方針③ DX推進力の強化

・デジタル公共インフラの活用
・マイナンバーカードの利用推進
・全国で共通化されたシステムの活用
（標準化システム等）

・条例・規則等のデジタル化対応
・押印・書面提出の見直し

・様々な分野・業務での生成AIの活用
・AIによる政策形成支援の推進
（データ分析、将来予測等）

b) AI・データ等の活用 c) デジタル公共インフラ等の活用a) 人材育成と組織マネジメント

【施策例】 【施策例】 【施策例】【施策例】

【施策例】

【施策例】

【施策例】

【施策例】 【施策例】 【施策例】

※網掛け部分 では発展的取組を想定
２つの基本方針による取組の効果を向上
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施策① オンライン手続の推進

施策② 窓口のデジタル化

施策③ 情報発信の充実

施策④ 暮らしを充実させるデジタル化

基本方針 ①

もっと便利な市民サービスの提供 施策a 快適で質の高い行政サービス

施策b スマートで働きやすい市役所

施策c 安心安全なデジタル行政

基本方針 ①
 行政のDX推進

施策⑤ 地域社会のデジタル化

施策⑥ 産業・観光のデジタル化

施策⑦ 健康分野へのICT活用

施策⑧ 都市・交通のデジタル化

基本方針 ②

地域におけるデジタル化の推進

施策⑨ 市民のICTﾘﾃﾗｼｰ向上の支援

施策⑩ 職員のICTリテラシーの向上

基本方針 ③

ICTリテラシー向上の推進

施策⑪ 効率的な業務推進と

 職員の働き方改革

基本方針 ④

デジタル化による職員の働き方改革

施策a 企業・団体等の稼ぐ力向上

施策b 地域の魅力と暮らしやすさの向上

施策c 安心安全なデジタル利用とリテラシー向上

基本方針 ②
 地域社会のDX推進

施策a 人材育成と組織マネジメント

施策b デジタル公共インフラ等の活用

施策c アナログ規制の見直し

施策d AI・データ等の活用

基本方針 ③
DX推進力の強化

■ 鹿児島市DX推進計画 （令和4年～同8年度） ■ 次期鹿児島市DX推進計画 案 （令和9年～同13年度）

[協議事項（1）] 次期鹿児島市DX推進計画 骨子案について

参考. 鹿児島市DX推進計画（令和4年～同8年度）との対照

基本理念 めざす姿

ICTで住みよいまちへ
デジタルで躍動する、魅力あるまち

もっと
「暮らしやすく」

もっと
「豊かに」

もっと
「市民みんなで」

◎ 総花的に取組ジャンルを明示した施策構成から、取組目的を意識した構成に

13



1 
 

電子申請システムの 
二次元コード 
 
 

電子申請システムはこちら↓ 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年３月１６日（月）～令和８年４月２４日（金）［当日消印有効］ 

 

 

 

ご意見等の提出の際は、別紙の記入用紙（任意の用紙でも結構です。）に住所、氏名

（法人または団体等の場合は所在地及び法人名等）、電話番号、素案に対するご意見

等をご記入のうえ、郵便、ファックス、電子メール、電子申請又は直接持参での提出

をお願いいたします（郵送の場合は、備え付けの封筒をご利用ください。〔送料不要〕）。 

 

 

 

〈郵 送 ・ 持 参〉 〒８９２-８６７７  

鹿児島市山下町１１番１号 

東別館１０階 

鹿児島市役所 デジタル戦略推進課 

〈フ ァ ッ ク ス〉 ０９９－２１６－１１１７ 

〈電 子 メ ー ル〉 digital@city.kagoshima.lg.jp 

※ご意見等は、鹿児島市役所ホームページの電子申請システムからも提出できます。 

                          （裏面につづきます。→） 

 

本市では、DX推進計画を策定し、人口減少・少子高齢化による担い手不足や

多様化する住民ニーズへ対応するため、手続のオンライン化をはじめ、様々なデ

ジタル化の取り組みを進めています。 

現在、条例等に人や書面の介在を前提とするアナログ的な手法を規定するいわ

ゆる「アナログ規制」の見直しを進めており、今後、市民のみなさんのご意見を

参考にさせていただきながら、関係条例の整備に取り組んでまいりたいと考えて

おりますので、ご意見をお寄せください。 

 

意 見 等 の 募 集 期 間 
 

意 見 等 の 提 出 方 法 
 

提  出  先 

意見募集（パブリックコメント） 

市 民 の み な さ ん へ 

「 ア ナ ロ グ 規 制 の 見 直 し に 伴 う 
関 係 条 例 の 整 備 素 案 に つ い て 」 

ご 意 見 を お 寄 せ く だ さ い 

資料2

mailto:digital@city.kagoshima.lg.jp


2 
 

 

 

 

 

（１）対象となる方 

① 本市内に住所を有する方 

② 本市内に通勤・通学する方 

③ 本市内に事務所又は事業所を有する方 

（２）意見提出時の留意事項 

① 住所、氏名及び連絡先を必ず記載してください。住所が市外の場合は、 

市内に通勤・通学、市内に事務所又は事業所を有する旨を記載してください。 

② 電話や口頭による意見提出は受付できませんので、文書で提出してください。 

③ 匿名の場合は、書面で提出されても受付できません。 

④ 期限を過ぎて提出されたご意見等は、パブリックコメント手続きによる意見

としての取扱いはできませんので、提出期限にご留意ください。 

 

 

（１） お寄せいただいたご意見等につきましては、一覧表にまとめて、その概要と

ご意見等に対する検討結果を市のホームページ、市政情報コーナー（みなと

大通り別館１階）等で公表いたします。 

なお、提出された個々のご意見への回答をご希望の方は直接お問い合わせく

ださい。 

（２） 意見募集結果の公表の際には、ご意見の内容以外（住所・氏名等）は公表いた

しません。 

 

 

 

鹿 児 島 市 デジタル戦略推進課 

電 話 ０９９－２１６－１１１５（直通） 

フ ァ ッ ク ス ０９９－２１６－１１１７ 

電 子 メ ー ル  digital@city.kagoshima.lg.jp 

 

 

 

 

 

鹿 児 島 市 

意 見 等 の 提 出 に 際 し て の 留 意 事 項     

お 寄 せ い た だ い た 意 見 等 の 取 扱 い    

お 問 い 合 わ せ 先 
 

mailto:digital@city.kagoshima.lg.jp


3 
 

 



4 
 

 



5 
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意見の募集期間 

 令和８年３月１６日（月）～令和８年４月２４日（金）［当日消印有効］ 

意見の提出先 

〈郵 送 ・ 持 参〉〒892-8677 鹿児島市山下町１１番１号 東別館１０階 

鹿児島市役所 デジタル戦略推進課 

〈ﾌｧｯｸｽ〉 099-216-1117 〈電子ﾒｰﾙ〉digital@city.kagoshima.lg.jp 

 
 
 

 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   

【ご意見欄】 

鹿児島市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例の改正について（資料４㌻上段） 

 

 

                                            

                                            

                                            

                                            

                                            

                                            

                                            

                                            

                                            

                                            

                                             

 （裏面もご記入できます。→） 

「アナログ規制の見直しに伴う 関係条例の整備素案」について 

※住所・氏名・電話番号をご記入ください。【必須】 

※市外に居住の方は、次のいずれかに〇をつけてください。【必須】 

 （・市内に通勤 ・市内に通学 ・市内に事務所又は事業所を有する ） 

（住所） 〒    -                                   

（氏名）                 （電話）                    

【記入用紙】（表） 

意 見 の 募 集 期 間  

意 見 の 提 出 先  

個別の条例規則等で添付資料が必要とされている場合に、必要な情報をマイナンバーカードや 

システム連携により入手・参照できる場合は添付書類を省略できるよう、規定を加えます。 
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 書面掲示規制の見直しに係る改正について（資料４㌻下段）  

 

 

 

                                             

                                             

                                             

                                             

                                             

                                             

FD 等の記録媒体規制の見直しに係る改正について（資料５㌻） 

 

 

 

                                             

                                             

                                             

                                             

                                             

                                             

その他 

 

                                             

                                             

                                             

                                             

                                             

                                             

【記入用紙】（裏） 

特定の場所において書面で掲示されていたものについて、インターネット（市のホームページ等）に

よる閲覧等を可能とし、いつでもどこでも必要な情報を確認できるようにすることで、市民の皆さん

の負担軽減を図ります。 

 

「磁気ディスク」、「シー・ディー・ロム」といった記録媒体の使用を定めるものについて、 

新たな情報通信技術の導入・活用に円滑に対応できるよう、特定の記録媒体の使用に限定しない規定

とすることによって、クラウドサービスの利用など、情報通信技術の進展に合わせて、より便利な手

段を選択することができるようになります。 

（参考）その他の規制の見直し（資料６㌻）に記載した内容についてもご意見をお寄せください。 

 


